
基準値（2018)年度 ２０２０（令和２)年度 ２０２１（令和３)年度 ２０２２（令和４)年度 ２０２３（令和５)年度 ２０２４（令和６)年度

　①小児、産婦人科の確保に向けた取り組みの推進

　②妊婦・出産・育児に関する支援の充実

　③子どものための教育・保育の充実

　④子どもの健やかな育ちを促す支援

　⑤子どもの健やかな成長に向けた総合的な支援

　⑥子育て世代への経済的支援

　⑦各種制度の周知・情報発信の強化

（２）連携協働による「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育む学校教育の推進

　①義務教育学校の特色を活かした実践

　②魅力ある高等学校づくりの推進

　③「確かな学力」向上に向けた各種施策の推進（グローバル社会を生き抜くために必要な「総合力」の育成）

　④「健やかな体」の育成（「一校一実践」による体力向上の推進）

　⑤愛郷心を培う教育の推進

　⑥家庭・地域・学校が一体となったコミュニティ・スクールの推進

　⑦特別支援教育の充実

　⑧幼保教育・保育・小学校の連携推進

　⑨教育の情報化及び情報教育の推進

（３）社会教育活動による地域人材の育成、学びの空間の創造

　①教育ネットワーク事業の推進（地域における子どもの体験学習の充実）

　②国際交流の推進

　③ブックスタート事業からつながる本との出会いと親しむ機会の創出

（１）婚活支援事業の推進

　①婚活支援事業の推進

　「くにさきで親になる」ことのよろこびとその実現

　「世界農業遺産の里の豊かな自然の中でのびのび学べる」くにさきの実現

＜基本目標における数値目標（ＫＰＩ：重要業績評価指数＞

施策別ＫＰＩ（重要業績評価指数）年度別一覧

数値目標 基準値（２０１８（平成３０）年度） 目標値（２０２４（令和６）年度）

合計特殊出生率（ｐ）・出生数（人） １．５２ｐ・１２３人 １．８０ｐ・１５６人

基本目標１若い世代が結婚・出産・子育てに希望をもてる環境をつくる

施策の展開

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　50人／年

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　50人／年

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　50人／年

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　50人／年

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

担当課

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の３教科）

（中：国・算・理の３教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　75.0%

　出生数　156人／年

子育て支援制度

　周知度　80.0%

　出生数　156人／年

子育て支援制度

　周知度　80.0%

　出生数　156人／年

子育て支援制度

　周知度　80.0%

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の３教科）

（中：国・算・理の３教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　68.0%

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の３教科）

（中：国・算・理の３教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　70.0%

数値目標（ＫＰＩ：重要行政評価指数）

　出生数　156人／年

子育て支援制度

　周知度　80.0%

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の３教科）

（中：国・算・理の３教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　72.0%

婚活事業による婚姻数

　2組／年

婚活事業による婚姻数

　2組／年

婚活事業による婚姻数

　2組／年

婚活事業による婚姻数

　2組／年

婚活事業による婚姻数

　2組／年

２、婚活支援施策の推進

医療保健課

福祉課

　出生数　123人／年

子育て支援制度

　周知率　67.3％

　出生数　156人／年

子育て支援制度

　周知度　80.0%

教育総務課

学校教育課

政策企画課

文化財課

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の3教科）

（中：国・数・理の3教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　64.7%

全国学力・学習状況調査

国東市小中学校

（小：国・算・理の３教科）

（中：国・算・理の３教科）

　全教科（小：3教科・中：３

教科）全国平均以上

　6教科／6教科

体力・運動能力調査

国東市小中学校

総合評価C以上の割合

（対象区分

①小5男子②小５女子

③中2男子④中２女子）

　全区分全国割合以上

　：4区分／4区分

国東高等学校

管内中学生徒

　進学率　66.0%

活力創生課
婚活事業による婚姻数

　0組／年

１、子ども・子育て環境の整備と教育力向上のための各種施策の推進

社会教育課

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　実績なし

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

土曜教室平均開催数

　年間10回／校

平日教室平均開催数

　年間30回／校

ペンパルプロジェクト

（海外文通）

　市内小中学生参加者数

　50人／年

4.5カ月健診対象の全乳児

への絵本

　提供率100.0%

（１）国東で「子育てしたい・させたい」と思う体制の確立



基準値（2018年度） ２０２０（令和２)年度 ２０２１（令和３)年度 ２０２２（令和４)年度 ２０２３（令和５)年度 ２０２４（令和６)年度

　①国東独自の文化・芸術の振興・支援・情報発信

　②国東の豊富な文化財の保護・保存活動の充実と活用施策の推進

　③アートフェスタの開催

（１）空き家バンク制度の充実

　①空き家バンクの物件登録数の増加、移住希望者に対しての周知・案内・支援の充実

（２）移住・定住施策を総合的に推進し、人口減少を抑制

　①移住から定住への情報窓口一元化と移住希望者への全面的なサポートの充実

　②定住に向けた安全で快適な住宅政策の促進

　③地域外人材である地域おこし協力隊を積極的に登用し、定住及び地域活性化を促進

（３）国東の地域資源を活かした観光施策を構築し、国東ブランドを推進

　①観光協会と連携した事業の促進

　②大分県北部地域観光圏（豊の国千年ロマン観光圏）等の広域的な連携による観光施策の推進

　③観光交流事業の充実・推進

　④大分空港を活用した観光施策の推進

（１）国東市の広報をより魅力的にし、地域ブランド力の向上

　①情報を一元化し、魅力ある情報を様々なツールでわかりやすく発信

　②CATV設備の更新及び光化の整備（ケーブル関連）

　①地域活性化のため、行政が保有するデータのオープンデータ化の推進

　②産学官と連携したオープンデータ等を活用したサービスの提供の検討・推進

　①マイナンバーカードの普及推進及び活用

各事業による移住者数

　50人／年

公営住宅

入居数112戸／138戸

地域おこし協力隊

　隊員人数　15人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　100.0%

各事業による移住者数

　50人／年

公営住宅

入居数110戸／138戸

地域おこし協力隊

　隊員人数　15人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　100.0%

施策別ＫＰＩ（重要業績評価指数）年度別一覧

基本目標２国東市への人の流れをつくる ＜基本目標における数値目標（ＫＰＩ：重要業績評価指数）＞

数値目標 基準値（２０１８（平成３０）年度） 目標値（２０２４（令和６）年度）

人口社会増減（転入者数－転出者数）(人） ▲１８０人 ±０

観光入込客数（人） ９６３，５８７人 ９８０，０００人

「住んでみたいと思える　くにさき」の実現

「何度でも訪れたい　神仏習合　悠久の歴史の里　くにさき」の実現

（２）オープンデータの推進提供

広報室

国東市HPアクセス数

　45,700件／年

マスコミ情報発信件数

　333件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.2%

国東市HPアクセス数

　41,000件／年

マスコミ情報発信件数

　290件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.3％

総務課

政策企画課
-

利用規約策定

市保有データ

オープンデータ項目

　1項目／年

４、各種情報の一元化による活用策と情報発信基盤整備の推進

-

普及推進広報（市報・

HP・行政回覧・ケーブル

テレビ・防災無線等）

　10回／年

 出張申請受付回数10回

普及推進広報（市報・

HP・行政回覧・ケーブル

テレビ・防災無線等）

　10回／年

 出張申請受付回数30回

普及推進広報（市報・

HP・行政回覧・ケーブル

テレビ・防災無線等）

　10回／年

 出張申請受付回数30回

（３）情報システム化の推進

政策企画課

市保有データ

オープンデータ項目

　11項目／年

市保有データ

オープンデータ項目

　14項目／年

国東市HPアクセス数

45,000件／年

マスコミ情報発信件数

　330件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.5％

観光客入込客数

　98万人

市保有データ

オープンデータ項目

　5項目／年

市保有データ

オープンデータ項目

　8項目／年

普及推進広報（市報・

HP・行政回覧・ケーブル

テレビ・防災無線等）

　5回／年

 出張申請受付回数30回

演劇公演数

　１回以上／年

歴史体験学習館

　入館者数13,000人／年

アートフェスタ

　参加者数　800人以上

観光客入込客数

　96万人

普及推進広報（市報・

HP・行政回覧・ケーブル

テレビ・防災無線等）

　5回／年

 出張申請受付回数30回

国東市HPアクセス数

　43,000件／年

マスコミ情報発信件数

　310件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.5％

空き家新規登録物件数

　15件／年

空き家新規登録物件数

　15件／年

空き家新規登録物件数

　15件／年

国東市HPアクセス数

　44,000件／年

マスコミ情報発信件数

　320件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.5％

国東市HPアクセス数

　42,000件／年

マスコミ情報発信件数

　300件／年

ケーブルテレビ加入率

　91.4％

各事業による移住者数

　50人／年

公営住宅

入居数　106戸／138戸

地域おこし協力隊

　隊員人数　15人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　100.0%

各事業による移住者数

　50人／年

公営住宅

入居数　108戸／138戸

地域おこし協力隊

　隊員人数　15人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　100.0%

観光客入込客数

　92万人

観光客入込客数

　94万人

演劇公演数

　１回以上／年

歴史体験学習館

　入館者数14,000人／年

アートフェスタ

　参加者数　800人以上

空き家新規登録物件数

　15件／年

（１）文化・芸術のまちづくりによる地域活性化の推進
社会教育課

文化財課

活力創生課

演劇公演数

　実績なし

歴史体験学習館

　入館者数11,252人／年

アートフェスタ

　参加者数　996人以上

演劇公演数

　１回以上／年

歴史体験学習館

　入館者数12,000人／年

アートフェスタ

　参加者数　800人以上

施策の展開

１、新しい文化・芸術施策の推進

担当課
数値目標（ＫＰＩ：重要行政評価指数）

演劇公演数

　１回以上／年

歴史体験学習館

　入館者数14,000人／年

アートフェスタ

　参加者数　800人以上

演劇公演数

　１回以上／年

歴史体験学習館

　入館者数14,000人／年

アートフェスタ

　参加者数　800人以上

３、官民一体となった国東市観光体制の構築

活力創生課

活力創生課

財政課

建設課

景観・都市推進室

政策企画課

観光課

政策企画課

空き家新規登録物件数

　15件／年

２、移住・定住施策の推進
空き家新規登録物件数

　24件／年

観光客入込客数

　963,587人

各事業による移住者数

　50人／年

公営住宅

入居数　110戸／138戸

地域おこし協力隊

　隊員人数　15人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　100.0%

各事業による移住者数

　93人／年

公営住宅入居戸数（138

戸×70%=97戸を基準）

※特公賃家賃敷金見直。

地域おこし協力隊

　隊員人数　12人／年

地域おこし協力隊退職後

　定住率　20.0%

観光客入込客数

　90万人



基準値（2018年度） ２０２０（令和２)年度 ２０２１（令和３)年度 ２０２２（令和４)年度 ２０２３（令和５)年度 ２０２４（令和６)年度

　①農業研修の充実及び新規就農者への支援

　②本市の特色ある農産品である世界農業遺産認定品目や推奨品目の生産・販売の支援の充実

　③水田の畑地化による高収益な園芸品目への生産転換、及び有機農業の推進、堆肥施設の建設の検討

　④生産から製造、販売まで６次産業事業者の育成・支援の強化（カット野菜等）

　⑤農事組合法人、農業企業参入等の農業経営体の強化策の推進（組織基盤の強化支援、施設基盤整備等）

　⑥障がい者の就農と農産品・加工品販売の推進

　②しいたけ生産における施設整備の支援、及び新規参入、新規就農者への支援

　③林業従事者の知識・技術習得のための人材育成

　④間伐や荒廃山林・竹林の整備等里山保全の推進

（３）国東の地域資源を活かした新たな漁業の振興

　①新規就業者支援等人材育成により、担い手の確保の強化

　②養殖産業（かき・ひじき等）を支援し、漁業経営の安定化・定着化を推進

　③水産資源を維持・増大するため、稚魚放流、漁礁の設置・増殖場の造成を実施

　④漁業基盤機能の強化（漁港施設等）

（１）大分空港を活かした多様な企業の誘致

　①多様な企業誘致の推進

　②サテライトオフィスの活用

（２）地域商業の振興支援及び情報発信体制の整備

　①総合的な創業支援

　②特産品の開発や販路拡大の支援、情報発信の推進

（３）市内企業の事業継続・拡大の推進・支援

　①市内企業・事業者の多様なニーズを把握し、それにマッチした支援

　②若年層を含む就業人材確保対策：合同就職説明会の開催、インターンシップ制度の充実

　③中高生等の若年層を対象とした、国東で働くことについての研修による人材育成

　④外国人の市内高揚の検討・推進

施策の展開

＜基本目標における数値目標（ＫＰＩ：重要業績評価指数）＞

数値目標 基準値（２０１８（平成３０）年度） 目標値（２０２４（令和６）年度）

企業誘致数（増設含を含む。）（件） ６件 １０件（２件／年）

雇用創出数（人） ８５人 ２５０人（５０人／年）

担当課
数値目標（ＫＰＩ：重要行政評価指数）

施策別ＫＰＩ（重要業績評価指数）年度別一覧

基本目標３安定した雇用の創出

「働きたい、働ける　くにさき」の実現

「世界農業遺産の里　くにさきで就業・起業・創業」の実現

「『ひと』と『しごと』を空路でつなぐまち　くにさき」の実現

企業誘致件数

（増設含む。）

　6社／年

雇用創出数

　8人／人

企業誘致件数

（増設含む。）

　2社／年

雇用創出数

　10人／年

企業誘致件数

（増設含む。）

　2社／年

雇用創出数

　10人／人

企業誘致件数

（増設含む。）

　2社／年

雇用創出数

　10人／人

起業・創業件数

　10件／年

雇用創出数

　5人／年

新規特産品

　5件／年

新規販路開拓

　2件／年

企業合同就職説明会

　参加者数　80人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　5人／年

インターンシップ参加

　企業数　10社

外国人雇用課題会議参加

　企業数　25社

各事業による外国人材雇用

　5人／年

企業合同就職説明会

　参加者数　71人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　未調査

インターンシップ参加

　実績なし

外国人雇用課題会議参加

　企業数　実績なし

各事業による外国人材雇用

　実績なし

企業合同就職説明会

　参加者数　80人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　5人／年

インターンシップ参加

　企業数　10社

外国人雇用課題会議参加

　企業数　25社

各事業による外国人材雇用

　5人／年

企業合同就職説明会

　参加者数　80人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　5人／年

インターンシップ参加

　企業数　10社

外国人雇用課題会議参加

　企業数　25社

各事業による外国人材雇用

　5人／年

企業合同就職説明会

　参加者数　80人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　5人／年

インターンシップ参加

　企業数　10社

外国人雇用課題会議参加

　企業数　25社

各事業による外国人材雇用

　5人／年

企業合同就職説明会

　参加者数　80人

企業合同就職説明会

就業マッチング数（就職）

　5人／年

インターンシップ参加

　企業数　10社

外国人雇用課題会議参加

　企業数　25社

各事業による外国人材雇用

　5人／年

起業・創業件数

　10件／年

雇用創出数

　5人／年

新規特産品

　5件／年

新規販路開拓

　2件／年

起業・創業件数

　10件／年

雇用創出数

　5人／年

新規特産品

　5件／年

新規販路開拓

　2件／年

起業・創業件数

　9件／年

雇用創出数

　0人／年

新規特産品

　実績なし

新規販路開拓

　実績なし

起業・創業件数

　10件／年

雇用創出数

　5人／年

新規特産品

　5件／年

新規販路開拓

　2件／年

起業・創業件数

　10件／年

雇用創出数

　5人／年

新規特産品

　5件／年

新規販路開拓

　2件／年

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　6.5ｔ

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　30.0ｔ

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　35.0ｔ

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　40.0ｔ

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　45.0ｔ

乾しいたけ生産量

　115.0ｔ

乾しいたけ生産量

　115.0ｔ

乾しいたけ生産量

　115.0ｔ

養殖収穫量

（かき・ひじき）

　50.0ｔ

事業による新規就農者数

　4人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（増加分）

　七島イ　　0.18ha

　オリーブ　  3.3ha

水田畑地化による高収益な園

芸品目への転換面積

　2.5ha

6次産業

　企業参入数　1法人

　雇用数　5人

農政課

福祉課

事業による新規就農者数

　4人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（増加分）

　七島イ　　0.18ha

　オリーブ　  3.3ha

水田畑地化による高収益な園

芸品目への転換面積

　10.0ha

6次産業

　企業参入数　1法人

　雇用数　5人

事業による新規就農者数

　6人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（累計）

　七島イ　　　0.6ha

　オリーブ　  33.3ha

集落営農法人数

（累計）

　18法人

乾しいたけ生産量

　115.0ｔ

乾しいたけ生産量

　115.0ｔ

事業による新規就農者数

　4人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（増加分）

　七島イ　　0.18ha

　オリーブ　  3.3ha

水田畑地化による高収益な園

芸品目への転換面積

　2.5ha

6次産業

　企業参入数　1法人

　雇用数　5人

事業による新規就農者数

　4人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（増加分）

　七島イ　　0.18ha

　オリーブ　  3.3ha

水田畑地化による高収益な園

芸品目への転換面積

　2.5ha

6次産業

　企業参入数　1法人

　雇用数　5人

　農業集落法人

　新規法人設立　1法人

活力創生課

２、多様な企業の誘致活動の推進及び市内企業・事業者の事業継続・拡大の推進

（２）国東の地域資源を活かした林業の振興

林業水産課

活力創生課

　①世界農業遺産認定品目の国東産乾しいたけの生産支援、茶の湯炭の生産支援、販売支援の強化

林業水産課

活力創生課

企業誘致件数

（増設含む。）

　2社／年

雇用創出数

　10人／人

企業誘致件数

（増設含む。）

　2社／年

雇用創出数

　10人／人

乾しいたけ生産量

　113.7ｔ

事業による新規就農者数

　4人／年

市推奨特産農産物栽培面積

（増加分）

　七島イ　　0.18ha

　オリーブ　  3.3ha

水田畑地化による高収益な園

芸品目への転換面積

　2.5ha

6次産業

　企業参入数　1法人

　雇用数　5人

　農業集落法人

　新規法人設立　1法人

（１）魅力的な農業を推進し、販路の強化、及び新規就農者の確保、並びに農業経営の総合的な強化策の推進

１、第１次産業の再生と市内産品の販路開拓支援策の推進



基準値（2018年度） ２０２０（令和２)年度 ２０２１（令和３)年度 ２０２２（令和４)年度 ２０２３（令和５)年度 ２０２４（令和６)年度

　①地域、暮らしの中で介護予防が取り組める地域づくりの推進

　②医療、介護専門職等と連携した心身・生活機能の改善・維持・遅延に向けた取り組みの推進

　②食を通じた健康づくりの推進

（３）生活を支える介護サービスの基盤整備

　①介護人材確保、定着、育成に向けた支援

（４）包括的な相談支援体制の整備

　①障がい者地域生活支援拠点の整備

　②包括的な相談支援体制の整備

（５）地域医療体制の構築

　①地域医療の確保に向けた取り組みの推進

　②国東市民病院の更なる充実

　③救急医療体制の更なる充実

（１）持続可能な地域づくりの形成支援

　①地域コミュニティ組織への支援

　②誇りと活力ある地域おこし事業の推進

（１）防災・危機管理体制の強化及び災害予防対策の推進

　①災害情報の発信・伝達手段の迅速化

　②緊急時協力体制の整備

　④地域防災計画の更新

（２）地域防災力の強化

　①地域防災力向上、自主防災組織への支援、防災訓練の着実な実施、防災情報の周知活動の推進

　②全行政区での防災士の配置、自主防災組織リーダーとなる人材の確保・育成

（１）地域公共交通機関の利用の促進

　①地域公共交通機関の利用の促進

　②コミュニティバス・タクシーによる公共交通空白地域の解消

　④スマートシステム等（自動運転車両等）新たな公共交通システムの検討

「いつまでも安心して暮らせる　くにさき」の実現 平均寿命ー健康寿命（お達者年齢）（差）

（大分県一を目指す。）
男性：1.13歳 女性：2.50歳 男性：1歳未満 女性：2歳未満

施策別ＫＰＩ（重要業績評価指数）年度別一覧

基本目標４時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに地域と地域を連携する ＜基本目標における数値目標（ＫＰＩ：重要業績評価指数）＞

数値目標 基準値（２０１８（平成３０）年度） 目標値（２０２４（令和６）年度）「住んで良かった　住み続けたいと思える　くにさき」の実現

路線バス利用助成券

　利用額2,024,000円

コミュニティバス・タクシー

　延べ乗車人数10,000／年

交通ニーズ調査

　5区域

路線バス利用助成券

　利用額2,108,000円

コミュニティバス・タクシー

　延べ乗車人数10,000／年

交通ニーズ調査

　4区域

国東市民病院

　医師数　20人

国東市民病院

　医師数　20人

備蓄品（更新）

　アルファ米　2,000食

　副食（缶詰）2,500食

　飲料水　　　2,500ℓ

　市内防災士数　420人

国東市民病院

　医師数　20人

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　650人

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　700人

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　750人

備蓄品（更新）

　アルファ米　4,500食

　副食（缶詰）4,000食

　飲料水　　　2,000ℓ

備蓄品（更新）

　アルファ米　4,500食

　副食（缶詰）4,500食

　飲料水　　　2,500ℓ

路線バス利用助成券

　利用額1,940,000円

コミュニティバス・タクシー

　延べ乗車人数10,000／年

交通ニーズ調査

　4区域

　市内防災士数　238人

防災士配置済

　行政区数　107区

　市内防災士数　300人

防災士配置済

　行政区数　120区

　市内防災士数　330人

防災士配置済

　行政区数　125区

　市内防災士数　360人

防災士配置済

　行政区数　130区

　市内防災士数　390人

４、地域公共交通の推進

　③市民ニーズに応じた交通施策の推進

総務課

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　45人

-

障がい者地域生活支援拠点

整備

包括的相談支援体制

検討・協議

包括的相談支援体制

検討・協議

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　55人（2019実績）

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　50人

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　514人

　（2019累計実績）

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　550人

活性化協議会及び支え合う地

域組織

　担い手人数　600人

３、防災・減災施策による安全・安心なまちづくりの一体的推進

　③災害予防対策の推進（ハザードマップ、災害に応じた適切な避難場所・経路の確保、備蓄品の確保・配備・更新）

２、住民医よるまちづくりの推進

国東市民病院

　医師数　17人

　③災害弱者の個別支援計画の策定・推進

（２）健康づくりの推進

　①生涯にわたる生活習慣病の発症予防と重症化防止
医療保健課

総務課

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1歳未満

　女性2歳未満

（大分県内1位を目指す）

高齢者支援課

福祉課

医療保健課

高齢者支援課

医療保健課

市民病院

消防本部

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　40人

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　35人

市内介護サービス事業所

介護職員不足人数

　30人

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1.13歳

　女性2.50歳

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1歳未満

　女性2歳未満

（大分県内1位を目指す）

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1歳未満

　女性2歳未満

（大分県内1位を目指す）

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1歳未満

　女性2歳未満

（大分県内1位を目指す）

平均寿命ー健康寿命

（お達者年齢）

　男性1歳未満

　女性2歳未満

（大分県内1位を目指す）

包括的相談支援体制

準備

包括的相談支援体制

準備

包括的相談支援体制

整備

国東市民病院

　医師数　20人

数値目標（ＫＰＩ：重要行政評価指数）

介護予防教室

　参加率　7.6%

介護予防教室

　参加率　8.2%

介護予防教室

　参加率　8.9%

介護予防教室

　参加率　9.5%

施策の展開

政策企画課

路線バス利用助成券

　利用額1,688,400円

コミュニティバス

　延べ乗車人数 8,879人

コミュニティタクシー

　延べ乗車人数 1,020人

交通ニーズ調査

　実績なし

路線バス利用助成券

　利用額1,772,000円

コミュニティバス・タクシー

　延べ乗車人数10,000／年

交通ニーズ調査

　4区域

路線バス利用助成券

　利用額1,856,000円

コミュニティバス・タクシー

　延べ乗車人数10,000／年

交通ニーズ調査

　4区域

国東市民病院

　医師数　20人

高齢者支援課

活力創生課

土砂災害ハザードマップ

作成461ヶ所

備蓄品

　アルファ米　15,000食

　副食（缶詰）11,000食

　飲料水　　　10,000ℓ

土砂災害ハザードマップ

　作成265ヶ所

備蓄品

　副食（缶詰）11,000食

総合防災ハザードマップ

　全世帯（13,100）配布

備蓄品（更新）

　アルファ米　4,000食

　副食（缶詰）2,500食

　飲料水　　　3,000ℓ

１、健康寿命（お達者年齢）延伸・医療・福祉施策の一体的推進

高齢者支援課
介護予防教室

　参加率　6.4%

介護予防教室

　参加率　7.0%

（１）介護予防、自立支援、重度化防止に向けた取り組みの推進

担当課



基準値（2018年度） ２０２０（令和２)年度 ２０２１（令和３)年度 ２０２２（令和４)年度 ２０２３（令和５)年度 ２０２４（令和６)年度

　①都市計画マスタープランにおける市役所周辺整備・大分空港周辺整備の具体的検討

　②国東らしい景観の保全

　③民間提案制度を活用した整備

　②GPS搭載の自動操縦機械やAIの導入による生産の効率化、またドローン等の活用による農林水産業等の省力化

（３）産学官と連携した戦略事業の検討・推進

　①産学官と連携した各種事業の検討・推進

担当課
数値目標（ＫＰＩ：重要行政評価指数）

施策別ＫＰＩ（重要業績評価指数）年度別一覧

基本目標５　２０年後の国東市を見据えた施策・事業の方針

「人口減少下において、住み続けられるまち　くにさき」の構築

＜基本目標における数値目標（ＫＰＩ：重要業績評価指数）＞

数値目標 基準値（２０１８（平成３０）年度） 目標値（２０２４（令和６）年度）

政策企画課
（産学官）協定締結機関

　17機関

（産学官）協定機関数

　18機関

共同研究・企業間交流

　事業数　3事業

共同研究・企業間交流

　事業数　3事業

共同研究・企業間交流

　事業数　4事業

共同研究・企業間交流

　事業数　4事業

（産学官）協定機関数

　19機関

（産学官）協定機関数

　20機関

（産学官）協定機関数

　21機関

（産学官）協定機関数

　22機関

（２）スマート技術活用の検討・推進

政策企画課
共同研究・企業間交流

　事業数　2事業

　①スマート技術の活用に向けた人材育成 共同研究・企業間交流

　事業数　2事業

　③産学官金と連携した新事業・新技術の共同研究や異業種・企業間の交流を促進し、技術力・生産力の向上を強化

計画に沿った具体的検

討・事業実施

計画に沿った具体的検

討・事業実施

計画に沿った具体的検

討・事業実施

（１）賑わいあるまちづくりや景観保全

スマート技術の活用件数（件） － ２件（累計）

１、計画的なまちづくり整備（産学官との連携）

政策企画課

景観・都市推

進室

都市計画マスタープラン

策定

立地適正化計画

策定

立地適正化計画

策定

産学官連携事業化件数(件） － ２件（累計）

施策の展開


